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貸 借 対 照 表
（平成２３年３月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

千円 千円
（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 １，２８９，６６５ 流 動 負 債 ２，１２７，２３３

現 金 及 び 預 金 ４０５，２４９ 短 期 借 入 金 ６１０，０００
受 取 手 形 ８，４３７ １年以内返済長期借入金 ８１，１６０
未 収 運 賃 ２５４，２４３ 未 払 金 ９３３，７７５
未 収 金 ７５，３３１ 未 払 費 用 １０６，９７５
未 収 法 人 税 等 ２，３０８ 未 払 法 人 税 等 ３，５８４
貯 蔵 品 ３２，３７３ 未 払 消 費 税 等 １０，０８７
短 期 貸 付 金 ５００，０００ 預 り 連 絡 運 賃 １２６，４７９
その他の流動資産 １１，７２１ 預 り 金 ６，８５４

前 受 金 １４３，１７２
前 受 収 益 ２６，２８２
賞 与 引 当 金 ７７，２１５
災 害 損 失 引 当 金 １，６４６

固 定 資 産 ８，１４６，１０１ 固 定 負 債 ３，２０１，３０２
鉄道事業固定資産 ２，９２７，２８２ 長 期 借 入 金 １，７９５，２４０
高架下事業固定資産 １９８，６１７ 長 期 預 り 金 ６００，０００
倉庫事業固定資産 １６３，０１１ 預 り 保 証 金 １，８４８
鉄道付帯設備賃貸事業固定資産 １，８７６，０１４ 車 両 修 繕 引 当 金 ２５９，２５８
建 設 仮 勘 定 ２，２１４，５５０ 退 職 給 付 引 当 金 ４９２，６２１
投資その他の資産 ７６６，６２５ 役員退職慰労引当金 ９，７３２

関 係 会 社 株 式 ２４，０１６ その他の固定負債 ４２，６０３
投 資 有 価 証 券 ５５，４０８
長 期 貸 付 金 ６３７，９５５ 負 債 計 ５，３２８，５３６
そ の 他 の 投 資 ４９，２４５

（純資産の部）
株 主 資 本 ４，１１０，７８１
資 本 金 １，９４８，０００
利益剰余金 ２，１６２，７８１
そ の 他 利 益 剰 余 金 ２，１６２，７８１
別 途 積 立 金 ２，３６０，０００
繰 越 利 益 剰 余 金 △１９７，２１８

評価・換算差額等 △ ３，５５０
その他有価証券評価差額金 △ ３，５５０

純 資 産 計 ４，１０７，２３１

資 産 合 計 ９，４３５，７６７ 負債・純資産合計 ９，４３５，７６７

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

―９―
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損 益 計 算 書
�
�
平成２２年４月１日から�

�平成２３年３月３１日まで

科 目 金 額

千円 千円
鉄 道 事 業
営 業 収 益 １，６７２，５７３
営 業 費 １，７２９，９１１
営 業 損 失 ５７，３３７

高 架 下 事 業
営 業 収 益 １３０，２４６
営 業 費 １０７，６６７
営 業 利 益 ２２，５７９

倉 庫 事 業
営 業 収 益 １３８，１６２
営 業 費 １２６，７５４
営 業 利 益 １１，４０７

鉄道付帯設備賃貸事業
営 業 収 益 １０６，０８７
営 業 費 １０６，０８７
営 業 利 益 －

旅 行 事 業
営 業 収 益 ７５，３９５
営 業 費 ７８，１５８
営 業 損 失 ２，７６２

全 事 業 営 業 損 失 ２６，１１３

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 １５，３２９
施 設 賃 貸 利 息 受 取 ４７，５７５
そ の 他 の 収 益 １４，９５０ ７７，８５６

営 業 外 費 用
支 払 利 息 ４７，５７５
雑 支 出 そ の 他 の 費 用 １，６８０ ４９，２５６

経 常 利 益 ２，４８６

特 別 利 益
工 事 負 担 金 等 受 入 額 ２７，９５９
車両修繕引当金取崩額 ２３，０００ ５０，９５９

特 別 損 失
工 事 負 担 金 等 圧 縮 額 ２７，９５８
固 定 資 産 除 却 損 ８，９９１
災害損失引当金繰入額 １，６４６
災 害 損 失 ７３０ ３９，３２６

税 引 前 当 期 純 利 益 １４，１１８
法人税・住民税及び事業税 ２，２９０
法 人 税 等 調 整 額 －
当 期 純 利 益 １１，８２８

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

―１０―
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
�
�
平成２２年４月１日から�

�平成２３年３月３１日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

利 益 剰 余 金
利益剰余金

合 計

株主資本

合 計
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

平成２２年３月３１日残高 １，９４８，０００ ２，３６０，０００ △２０９，０４７ ２，１５０，９５２ ４，０９８，９５２

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 １１，８２８ １１，８２８ １１，８２８

株 主 資 本 以 外 の

項目の事業年度中の

変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － １１，８２８ １１，８２８ １１，８２８

平成２３年３月３１日残高 １，９４８，０００ ２，３６０，０００ △１９７，２１８ ２，１６２，７８１ ４，１１０，７８１

評価・換算差額等

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成２２年３月３１日残高 ９，０５４ ９，０５４ ４，１０８，００６

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 １１，８２８

株 主 資 本 以 外 の

項目の事業年度中の

変動額（純額）

△ １２，６０４ △ １２，６０４ △ １２，６０４

事業年度中の変動額合計 △ １２，６０４ △ １２，６０４ △ ７７５

平成２３年３月３１日残高 △ ３，５５０ △ ３，５５０ ４，１０７，２３１

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

―１１―
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個別注記表
重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法 子会社株式 総平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの 総平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 先入先出法による原価法
３．固定資産の減価償却の方法 有形固定資産（リース資産を除く）定額法。但し、鉄道事業の取替資産に

ついては取替法
無形固定資産（リース資産を除く）定額法。但し、ソフトウェア〔自社利

用分〕については、社内における利用可能期間（５年）に
基づく定額法。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、リース期間を耐用年数として、残存価額を零
とする定額法を採用しております。なお、リース物件の所
有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引のうち、リース取引開始日が、「リース取
引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号）の改正適用
初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっております。

４．引当金の計上基準
� 貸 倒 引 当 金 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収不能見込額を
計上することとしております。

� 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期負担額を計上して
おります。

� 災 害 損 失 引 当 金 東日本大震災に伴う復旧費用等の支出に備えるため，その見積額を計上し
ております。

� 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上
しております。

� 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

� 車 両 修 繕 引 当 金 鉄道に関する技術上の基準に定める省令（平成１３年国土交通省令第１５１号）
第９０条に定める機関車全般検査の修繕予定額を見積り計上しております。

５．工事負担金等の会計処理 当社は鉄道業における踏切道路拡幅工事等を行うに当り、地方公共団体等
より工事費の一部として工事負担金等を受けております。
これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金相当額を取得した
固定資産の取得原価から直接減額して計上することとしております。
なお、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上する
とともに、固定資産の取得原価から直接減額して計上することとしており
ます。

６．ヘッジ会計の方法 ・ヘッジ会計の方法
特例処理の要件を満たす金利スワップについて、特例処理を採用して
おります。

・ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：金利スワップ
ヘッジ対象：借入金

・ヘッジ方針
市場金利の変動リスク回避するために、ヘッジ手段を選定し、取締役
の承認のもとに実行しております。

・ヘッジの有効性評価の方法
特例処理を採用している金利スワップのみのため省略しております。

７．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
８．重要な会計方針の変更 当事業年度より、企業会計基準第１８号（平成２０年３月３１日）「資産除去債

務に関する会計基準」及び企業会計基準適用指針第２１号（平成２０年３月３１
日）「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用しております。
この変更に伴う影響額はありません。

―１２―
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貸借対照表注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 ５，０６７，７３０千円

２．事業用固定資産の科目ごとの総計 ７，３７９，４７６千円

有 形 固 定 資 産 ６，９０４，８００千円

土 地 ６３５，７８０千円

建 物 ７３８，３４６千円

構 築 物 ２，９６５，５０２千円

車 両 ２２１，０３９千円

建 設 仮 勘 定 ２，２１４，５５０千円

そ の 他 １２９，５７８千円

無 形 固 定 資 産 ４７４，６７５千円

３．固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金累計額

１，９３２，５０１千円

４．関係会社に対する 短 期 金 銭 債 権 １４２，２０７千円

５．関係会社に対する 短 期 金 銭 債 務 １，０１８，２２６千円

損益計算書注記
１．営 業 収 益 ２，１２２，４６５千円

２．営 業 費 ２，１４８，５７９千円

運送営業費及び売上原価 １，５３３，７６０千円

販売費及び一般管理費 ２０２，０３３千円

諸 税 １００，６７７千円

減 価 償 却 費 ３１２，１０７千円

３．関係会社との取引高

営 業 収 益 ５００，９４２千円

営 業 費 １３２，６２４千円

営業取引以外の取引高 １，８５８，０２４千円

株主資本等変動計算書注記
１．当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普 通 株 式 ３，８９６，０００株

―１３―
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

繰 延 税 金 資 産
税務上の繰越欠損金 ３０，３０７千円
賞 与 引 当 金 ３１，２２１千円
車 両 修 繕 引 当 金 １０４，８２８千円
社員退職給付引当金 １９９，１８６千円
ゴルフ会員権評価損 １０，５７３千円
そ の 他 ２７，１６０千円

繰延税金資産小計 ４０３，２７７千円
評 価 性 引 当 額 △４０３，２７７千円
繰延税金資産合計 －千円

リースにより使用する固定資産に関する注記
該当事項はありません。

金融商品の状況に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
当社の未収運賃・未収金に係る顧客は、当社の鉄道営業に深く関わりがあり、信頼性の高いも
のであります。
資金運用については預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しておりま
す。また、投資有価証券は上場株式については半期ごとに時価の把握を行っております。
２．金融商品の時価等に関する事項
平成２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊）

時 価
（＊） 差 額

� 現金及び預金 ４０５，２４９ ４０５，２４９ －
� 受 取 手 形 ８，４３７ ８，４３７ －
� 未 収 運 賃 ２５４，２４３ ２５４，２４３ －
� 未 収 金 ７５，３３１ ７５，３３１ －
� 短 期 貸 付 金 ５００，０００ ５００，０００ －
� 長 期 貸 付 金 ６３７，９５５ ６３０，２００ △７，７５５
� 投資有価証券

その他有価証券 ４６，２５０ ４６，２５０ －

	 短 期 借 入 金 （６１０，０００） （６１０，０００） －

 未 払 金 （９３３，７７５） （９３３，７７５） －
� 未 払 費 用 （１０６，９７５） （１０６，９７５） －
� 預り連絡運賃 （１２６，４７９） （１２６，４７９） －

 長 期 借 入 金 （１，８７６，４００） （１，８２９，５４３） ４６，８５６
� 長 期 預 り 金 （６００，０００） （５０５，０６６） ９４，９３３
� デリバティブ取引 － － －

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
�現金及び預金、�受取手形、�未収運賃、�未収金、�短期貸付金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
�長期貸付金
貸出先の信用リスクに応じた利率で割り引いた現在価値により算定しております。
�投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
	短期借入金、
未払金、�未払費用、�預り連絡運賃
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

長期借入金、�デリバティブ取引
長期借入金の時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお
ります。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元金利
の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。
・デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金として処理されているため、その時価は、当該長期借入金
の時価に含めて記載しております。
�長期預り金
長期預り金の時価については、元金利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によってお
ります。

（注２）非上場株式（子会社を含む）貸借対照表上計上額３３，１７４千円は市場価格が無く、且つ将来キャッシュフローを見積もることなどがで
きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「�投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

―１４―
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親会社及び法人主要株主等 （単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内訳 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社

日本貨物鉄道
株 式 会 社

被所有
直接３３．９３％

連絡運輸 鉄道事業営業収益 ２３７，６１４未 収 金 ３９，１６５
貨車入換作業等の業務受託 鉄道事業営業費 １２３，２９８未 払 金 ８８０，６９９
出向者の受入 鉄道付帯設備賃貸事業営業収益 １０６，０８７未 払 費 用 ８，８３８
設備の賃貸 施設賃貸利息受取 ４７，５７５預り連絡運賃 １２６，４７９
設備の工事代 隅田川駅改良工事代 １，８０９，３２２建設仮勘定 ２，２０５，９９３
当社借入金に対する債務被保証 債務被保証 ２，４８６，４００

取引条件及び取引条件の決定方針等
� 連絡運輸・業務受託等に関しては、日本貨物鉄道㈱より提示された価格を勘案し交渉のうえ決定しております。
� 設備賃貸及び利息に関しては、賃貸原価・調達金利を勘案して決定しております。
� 当社借入に対する被保証については、保証料は支払っておりません。
� 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

子会社等 （単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内訳 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社 京葉臨海通運
株 式 会 社 直接１００％

貨物運送の受託 鉄道事業営業収益 １５７，２４０未 収 金 ８３
貨物事務等業務委託 鉄道事業営業費 ９，３２５未 収 運 賃 １０２，９５９

未 払 費 用 ２，２０９
取引条件及び取引条件の決定方針等
� 業務受委託等に関しては、相互に価格を提示し、交渉のうえ決定しております。
� 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

兄弟会社等 （単位：千円）

属 性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内訳 取引金額 科 目 期末残高

その他の
関係会社
の子会社

ジェイアール
エ フ 商 事
株 式 会 社

－ 資金の貸付
短期貸付金 １，２００，０００短期貸付金 ５００，０００
長期貸付金 ２００，０００長期貸付金 ６００，０００
受取利息 １３，１９９

取引条件及び取引条件の決定方針等
� 貸付金利息に関しては、調達金利を勘案して決定しております。

賃貸等不動産に関する注記
当社では、千葉市において、賃貸住宅を所有しております。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上

額及び時価は、次のとおりであります。

資産除去債務に関する注記
当社の公共施設に付随する高架下事業は賃貸店舗、事務所及び本社等に使用しており撤去時におけ

る原状回復に係る債務を有しております。当該物件については昭和５２年の当初契約より現在に至るま

で更新契約を継続中であり、今後も長期賃借予定であり使用時期が明確でありません。

そのため、資産除去債務を合理的に見積もることができないことから当該債務に見合う資産除去債

務を計上しておりません。

関連当事者との取引に関する注記

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 １，０５４円２１銭

１株当たり当期純利益 ３円０３銭

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価

３２４，０５５ ７０３，３０１
（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は、主として、固定資産評価額などに基づいて自社で算定した金額であります。

―１５―
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